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【要 約】 平成 13年の商法改正から平成 18年の会社法の施行等により分配規制が大きく変化した。
その際、会計サイドから当該分配規制に多くの批判があったが、あれから 4 年を経過した現在、当時
のような声はあまり聞かない。 
確かに、今も、企業会計原則上では「払込資本と留保利益の区別の原則」（以下、「区別原則」とい
う）は健在ではあるが、会計原則上で規定されていても、当該原則が会社法の分配規制の下で機能し
ているかどうかはわからない。あるいは既に形骸化してしまっているのかもしれない。 
本稿では、会計の基本原理である当該区別原則の会計上の意義を再確認している。とりわけ、一連
の会社法令の改正により当該区別原則が曖昧となっている状況の下で当該原則が本来の役割を果し
ているか否か、を問うている。 
結論をいえば、区別原則は、今も健在であるといえる。それは、事例の考察からも明らかなように、
剰余金の区別を必要としない、また株主資本内部の区分表示も定めることもないとしながらも、利益
剰余金をプラスのまま「その他資本剰余金」を原資として分配する会社が極めて少数であるからであ
る。会社がこうした行動をとるのは、そこに区別原則を貫こうとする会計人の強い意思があるためで、
経営者にいずれの財源から分配するかの判断を求めた際、会社法の分配規制には関係なく当該区別原
則を維持する行動をとることになる。こうした行動は、当該区別原則が会計人の心の中に何よりも意
識として定着しており、それは“会計的なセンス”とも呼べるであろう。そして、こうした会計セン
スは“分配原資”を明らかにし、その行為を利害関係者に正確に伝達することで具体化される。基準
等が改正され規定が緩やかになろうとも、区別原則は会計の本来の役割である企業の内容を伝達する
という観点から健在であり、現在も未来もなくなることはないであろう。 
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はじめに 
周知のとおり、平成 13（2001）年改正商法（以下、「改正商法」という）及び平成 18（2006）
年 5 月施行の会社法において、分配（配当）規制が大きく変化した。これまで（平成 13 年前）、
配当（分配）財源といえば、基本的には“留保利益”に限られており1、資本準備金や利益準備
金は法定準備金として資本の欠損の填補または資本の組み入れ以外に使用はできないものとさ
れていた2。だが、会社法は“利益の配当”から“剰余金の分配”へ分配規制を改め、利益の配
当、中間配当、また資本金、準備金の減少に伴う払戻し、自己株式の有償取得等3、これら全て
．．．．．
が会社財産の株主に対する払戻しである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
として、「剰余金」という統一した財源にてそれらを分
配可能なものとした。しかしながら、こうした会社法の発想は、会計の基本原理である「払込
資本と留保利益の区別の原則」4（以下、「区別原則」という）とぶつかる5。 
会計が述べる「区別原則」は、配当（分配）財源は、株主から委託を受けた金額（資本）で
はなく、あくまでも元手（資本）を利用して得た留保利益から行う、つまり資本から利益へ転
化せず、資本の侵食をくい止め、そしてそれは適正な期間利益（損益）計算を可能とするもの
でもあった。 
後述するように、会社法はその委任する会社計算規則（平成 18（2006）年 2 月、平成 21（2009）
年 3 月最終改正、以下、「計算規則」という）で当該区別原則に配慮した表示区分を規定6して
いるが、それらは必ずしも徹底されているわけではない。したがって、こうした表示区分にど
れほどの意味があるのか、といった疑問も生まれてくる。 
本稿の目的は、区別原則の会計上の意義を再確認することである。とりわけ、一連の会社法
令の改正により当該区別原則が曖昧となっているなかで当該原則が本来の役割を果しているの
か、問うこととしたい。 
 
1．区別原則と会社法 
 1.1 区別原則と齟齬をきたす事柄 
(1) 資本性の剰余金（「資本剰余金」）が配当（分配）可能となったこと 
 改正商法は、①減資差益、②資本準備金の取崩益（資本準備金につき利益準備金と併せて資
本金の 4 分の 1 超の部分）、③自己株式処分差益の 3 項目を「その他資本剰余金」に組み入れ
配当（分配）できるものとした。また、会社法ではこうした分配財源の範囲を拡大させている。
元来、減資差益等は株主が拠出したもので、いわば資本取引によって生じたものである。よっ
て、それらを損益取引からのものと同じように分配することは奇異に感じる。 
                                                          
1 改正商法前の商法 290 条（利益の配当）参照。 
2 改正商法前の商法第 293 条ノ 2（配当可能利益の資本組入れ）、第 293 条ノ 3（利益準備金の資本金への
組入れ）参照。 
3 会社法 446 条。 
4「資本と利益の区別」、「剰余金の区別」と同じ意味として用いている。 
5 石川（[2006], 41 頁）。 
6 会計規則 76 条。 
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(2) 株主資本内部の計数移動と表示区分 
 計算規則では、区別原則に配慮した表示区分を規定（参考資料 1. 参照）しており、区別原則
は、一見、貫かれているようにもみえる。 
しかしながら、項目間の計数移動が認められているため（参考資料 2. 参照）、仮に資本準備
金を発生源泉別に把握したとしても、減少する場面では、資本金またはその他資本剰余金に変
わることが可能であり7、また、利益準備金は、いくらでもその他利益剰余金に振替ができ、その
逆も可能である8。さらに、資本剰余金、利益剰余金からの資本金への組み入れも可能である9。
なお、資本剰余金と利益剰余金間の振替禁止規定についても会社法 452 条、ASBJ１号10 61 項
において利益剰余金が“負”の場合には、その他資本剰余金から補填できる。したがって、利
益準備金とその他利益剰余金の残高の額は、一定の手続き11は必要ではあるが会社の意思で決
定することができる。これでは表示区分の意味はなくなるし、残高の額の信頼性12も失われて
しまう。 
 
1.2 区別原則と会社法 
何故、会社法令で分配規制は変わってしまったのか13。否な、元々、法サイドには、配当（分
配）規制は会社法独自な“話”14 で会計の話ではない、とする考えがあったようである。そし
て、このことを裏付けるような提言が平成 10（1998）年 6 月の「商法と企業会計の調整に関
する研究報告書（旧大蔵省、法務省、両省による報告書）」で述べられている。すなわち、配当
（分配）規制は、主として債権者保護あるいは債権者と株主との利害調整機能という商法の役
割からの規制であり、貸借対照表上の純資産額は、配当（分配）規制を基礎とするものの商法
では個々の資産の評価をどのような方法で行なうかという問題（＝会計規制）と、配当（分配） 
                                                          
7 参考資料 2.の(3) 会社法 448 条①一、計算規則 27 条①二、(4) 会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一。 
8 参考資料 2.の(7) 会社法 448 条①一、計算規則 29 条①一、(9) 会社法 451 条①一、計算規則 28 条①。 
9 参考資料 2.の(8) 会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一。 
10 企業会計基準第 1 号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（平成 18（2006）年 8 月最
終改正）。当該会計基準は、会社法 452 条の内容の会計的な解釈をしている。 
11 株主総会または取締役の決定（取締役会が設置されている会社は取締役会の決議）。 
12 利益剰余金（留保利益）の残高の金額については、その有用性が指摘されている。例えば、債務契約の
締結に関して 1 つの判断指標となる。またその金額は倒産予防においても役立つとされる。以上、野口（[2004], 
130-131 頁）。また、これらのことは、日本会計研究学会の報告書（[2006], 175-197 頁）において実証もさ
れている。つまり、自己資本における留保利益の割合（留保利益比率）が、配当金の決定要因となってい
ることから企業の配当政策を理解する上でも社債契約の効率性を保つためにも当該区別は重要であるとの
ことである。 
13 平成 13 年改正商法における準備金の減少手続き創設の趣旨については、野口（[2006], 386-387 頁）の論
稿が詳しい。そこでは、制度上の整合性をはかったもの。余剰資金の株主への還元。当時の銀行の不慮債
権処理の影響から優先株に対する配当原資に窮していたこと等の背景に関して説明されている。 
14 神田（[2007], 6 頁）。 
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可能額をいかに算定するかという問題（＝配当（分配）規制）は分けて考えるべき事柄ではな
いか（3 項）、との指摘である。こうした考え15は、その後、改正商法の自己株式の取得（金庫
株の解禁）16では、当該処分差損益を処理するため「その他資本剰余金」を新たに設けて配当（分
配）財源とし17、平成 17（2005）年 2 月の「会社法制の現代化に関する要綱（法制審議会総会
決定）」では、株主に対する金銭等の分配及び自己株式の有償取得までも統一した分配財源とな
ることを許し、それが会社法へと引き継がれていったのである。 
 
2．区別原則の会計上の意義と限界 
 区別原則が重要なのは、それが会計の基本原理であるからである。すなわち、企業会計原則
が規定する“資本取引と損益取引”の区別18は、資本の増減が損益取引（収益、費用）による
ものなのか、また資本取引（資本そのものの増減）によるものなのか、いわば“資本
．．
と費用収
．．．
益
．
”を区別することで適正な期間利益（損益）計算を可能とし、また、2 つの剰余金－資本剰
余金、利益剰余金－を厳格に区別することで、配当財源は、資本ではなく、あくまでも資本（元
手）を利用して得た利益から行い、資本の食い潰しを避けるものであったはずである。こうし 
                                                          
15 弥永（[2003], 10 頁）は次のような見解を述べている。「…（商法上、）『資本』は配当規制上の概念であ
り、債権者保護という政策的な観点から設けられていると解されており、何を『資本』とすべきか、視点
を変えれば、どれだけの金額を配当可能限度額とすべきかは、政策的に決まるものと考えられてきた。･･･」
としたうえで、「…『資本』の源泉が社員の出資でなければならないという論理的必然性はないし、逆に、
社員の出資をすべて『資本』としなければならないとも言い切れない」と述べている。また、「…商法の見
地から資本準備金は配当規制のための計算上の数額にすぎず、実体的な財産を指すものではないのである
から、財源という用語は正確ではない。むしろ、払込剰余金、株式交換差益、株式移転差益、分割差益お
よび合併差益の額に相当する金額を資本準備金の額とする、すなわち、それらの額を基準として資本準備
金の額が定められるというべきである。これは、利益準備金や資本（金）についても同様である。また、
たとえば、配当可能利益の資本組入れも比喩的に表現すれば、剰余金という容器の中に入っているものを
資本という容器に移すというよりは、資本という容器を大きくする結果、そこから溢れ出る会社財産（＝
配当可能利益）が減少すると説明できる。」以上、弥永（[2003], 5 頁）。 
16 改正商法にて自己株式の取得が解禁された。当初、自己株式取得は、会社の資本充実・維持原則に違反
し、会社による株価操作の恐れがあるとして原則禁止に近い状況であった。それが解禁されたのは、持ち
合い株の解消に伴う需給バランスの調整による株式市場の安定化、また保有する自社株が機動的な企業の
組織再編に利用されること、そして企業年金の拠出と運用における制度上の障害の除去や自社株式の敵対
的買収からの防止策として、その活用が想定されていたようである。以上、富岡（[2008], 72 頁）。 
17「その他資本剰余金」の項目の創設は、平成 13 年改正商法で株主からの払込資本でありながら資本金、
資本準備金では処理されないものが生じたため、これ対応するため資本準備金とそれ以外のその他資本剰
余金に区分したことによるとされている（ASBJ 1 号、52、53 項）。 
18 企業会計原則の一般原則 3 は、「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し、特に資本剰余金と利益剰余金と
を混同してはならない。」と規定している。また、その注解 2 は、「資本剰余金は、資本取引から生じた剰
余金であり、利益剰余金は損益取引から生じた剰余金、すなわち利益の留保額であるから、両者が混同さ
れると、企業の財政状態及び経営成績が適正に示されないことになる。･･･」としている。 
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た会計の論理は、これまでも多くの権威ある会計論者によって主張されてきたことでもある19。 
しかしながら、剰余金は源泉区別をすることなく分配可能となり、また表示区分も定かでは
ないとなると、会計サイドからは、もはや剰余金の区別や区分表示にどれほどの意味があるの
か、といった声も当然聞こえてくる。 
会計学者である斎藤（[2005], 106-107 頁）は、これは剰余金を資本剰余金と利益剰余金にわ
けることにどこまで意味があるかという問題でもあり、理論上の問題と、実務や制度の面での
措置を切り離して考える必要がある。そして、資本剰余金も利益剰余金も株主資本の要素とい
う点では区別がなく、株主資本そのものの内訳は本質的な問題ではないこと。よって、会社法
の配当制限に関して資本準備金も利益準備金も準備金として 1 本化されているため剰余金との
振替にあたっても拠出資本か留保利益かの区別にこだわる理屈も特になく、ただ、法定準備金
を配当財源に移すには、法定の手続きは必要であろうが、それは配当規制上の問題であって、
会計上の問題ではない、との見解を述べている。 
また、同じく梅原（[2005], 39 頁）も、現行制度において剰余金区別の要請を貫く必然性は
乏しい、また、既に払込資本を維持する制度的な保証もなく、それ以外の機能を論証すること
も困難である。そして、配当規制に合致しないような表示区分を制度的に維持すべきかどうか
も検討する必要がある、と述べている。 
さらに、法学者である尾崎（[2007], 38 頁）は「会社法上の剰余金区分原則は、投資結果を
見るための『単純な原則』の実現だけでよいのであろうか。そうであれば、たとえば純資産の
部を資本金もない、『資本性純資産』と『利益性純資産』とに 2 分することで足りるのではない
かという『暴論』さえ可能なように思われる。」と述べ、区分表示の必要性の可否にも言及し
ている。 
                                                          
19 当該区別原則が会計の基本原理であるとする見解については、例えば、染谷（[1985], 167-168 頁）、新
井（[1993], 55-56 頁）、安藤（[2002], 11-12 頁）、嶌村（[1989], 70-71 頁）、武田（[2002], 231-233 頁）等
によって主張されているが、それらを要約すると次の通りである。 
すなわち、① 払込資本と留保利益の明確なる区別により、株主への資産の分配が利益の分配であるのか、
それとも資本の払い戻しであるのか、明らかにされる。会社が株主から独立した実体であることを考えれ
ば、株主に帰属する払込資本と株主への帰属が確定していない留保利益を区別することはきわめて重要で
ある。 
② 株式会社では、株主自身が所有財産を拠出してそれを増殖させることを目的としているため株主によ
る拠出財産額（払込資本）とそれにより稼得した利益（留保利益）を区別することは株式会社の組織目的
に合致したものである。また同時に払込資本は株式会社の有限責任に対応して維持すべきものであり、利
益の処分（分配）は稼得した留保利益（稼得資本）にて行うことからも当該区別原則は株式会社の組織目
的に合致した会計原則といえる。 
③ 払込資本と留保利益の明確なる区別がなければ、資本も利益もまったく同様に処分性が認められるこ
とになる。もし、そうであれば、投下資本（元手）が分配財源となることから投下資本（元手）の食い潰
しが生じるが、それはまた株式会社の組織に反して自己矛盾となる。 
さらに当該区別原則の重要性を説く見解は、会計の古典とされる研究書においても見受けられる。例え
ば、リトルトン（[1970], 315-318 頁）。 
経営情報研究 第 18 巻第 2 号(2011 年 2 月)，1－12 ページ 
―  ― 6
確かに剰余金の区別を必要としない会社法の分配規制、そして会社法自身がこれまで資本制
度の要（かなめ）としてきた資本維持思考や債権者保護機能も後退した状況20をみると、上述
の純資産の部を「資本性純資産」、「利益性純資産」と 2 分して表示することで足りる、とした
見解もそれほど「暴論」でないかもしれない21。 
 
3．事例の考察 
以上、述べてきたように、会社法の分配規制において源泉区別の必要がないとすると会社は
いずれの剰余金からも自身の意思で取り崩しができる。また、計数移動により区分自体も必要
ではなくなる。 
しかしながら、会社法の施行（2006 年 5 月）から 4 年を経過した今日まで、こうした事例は
あったのであろうか。つまり、剰余金の源泉区別を無視するような行為を会社が意図的に行っ
たとする事例である。 
昨今、多くの企業が自己株式の取得を大胆に進めている22が、この場合、自己株式処分差益
                                                          
20 神田（[2006], 29-30 頁）は、「資本の 3 原則（資本の充実、資本の不変、資本の維持）」は会社法には引
き継がれてはいない、という。なお、資本制度そのものを廃止するケースもアメリカにおいては存在する。
その際、よく紹介されるのが、カリフォルニア会社法典であり模範事業会社法である。当該法では、額面
株式・法定資本制度が廃止されており、法定資本に依拠しない分配制限基準を設けている。なお、分配規
制は配当のほか自己株式の取得等も含めている。元々、アメリカの資本制度は、実質的には債権者を保護
する機能を果たしていないとされており、その機能も期待されていたわけではない。配当規制・自己株式
取得規制については、法定資本概念に依拠する基準ではなく、自己資本比率・流動比率といった財務状態
についての基準に期待がかけられ（カリフォルニア会社法典）、あるいは、支払不能基準だけが実際は機能
していた（模範事業会社）。債権者の保護は、むしろ、まずは債権者自身による契約条項による自衛に委ね
られ、法的ルールとしては事後規制に期待されていた。以上、伊藤（[2001], 13-15 頁）。 
21「区別をしない」というのではなくそれ以外の見解もある。 
「…配当の財源に資本剰余金を含めることにしても、財源別に配当の優先順位を付けるという方向性は考
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
えられなかったであろうか
．．．．．．．．．．．．
。すなわち、利益剰余金の配当を優先し、その財源がなくなった場合に、資本
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
剰余金の配当を認めると
．．．．．．．．．．．
いうものである
．．．．．．．
。さらに、その場合、『配当』という文言は『その他利益剰余金の
配当』の場合に限定し、資本剰余金の場合には、文言を『その他資本剰余金の払戻し』に変更し、規制も
分けて行うのが望ましかったと思われる。会社法が配当規制において資本剰余金と利益剰余金を区別をし
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ていないのは、どちらからの配当も、自己株式の有償取得も含めて、株主に対して会社財産を払い戻す行
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
為という点で、同一の行為と考えているからのようであるが
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、現象面からみればそのとおりでも、源泉面
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
からみれば、両者の性格は違うと考える。結局、そのような源泉面を
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
無視して、統一的な財源規制を定め
．．．．．．．．．．．．．．．．
たところに問題があると思われる
．．．．．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」以上、壹岐（[2007], 31-32 頁）。 
22 最近の企業の自己株式の取得状況については、富岡（[2009], 135-188 頁）が詳しい。そこでは 2005 年
から 2008 年までの取得実施状況のグラフが掲載されており、2007 年度、2008 年度の企業数は、各々、約
600 社、約 700 社（第 1 四半期までデータ）、金額は、4 兆 4,940 億円、約 1 兆円（第 1 四半期のみの集計）
と巨額である。また、日本経済新聞 2008 年 3 月 14 日付朝刊では、2008 年 1 月以降 3 月まで、自己株式
取得企業として、トヨタ（1,952 万株、1,194 億円）、三井住友海上（640 万株、69 億円）、三菱レーヨン（2,698
万株 99 億円）、アステラス（800 万株、386 億円）、NTT ドコモ（31 万株、499 億円）、日産自動車（1,900
万株、207 億円）、テルモ（235 万株、126 億円）、大和（2,500 万株、234 億円）、リコー（883 万株、149
億円）、旭硝子（550 万株、66 億円）をあげている。 
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の処理として「その他資本剰余金」が過大となることが予想される。そして、この過大な残高
を解消するため、また何らかの意図を持ち利益剰余金の残高があるにもかかわらず「その他資
本剰余金」を財源として優先的に分配するとした行為が果たしてあったのであろうか23。もし、
こうした事例があれば、それは区別原則を毀損する典型的なケースとなるであろう。 
どのような状況であったのか。ここに1 つ資料がある。それは、野口（[2006]）、石川 業（[2010]）
による先行研究であり、日経 NEEDS による企業分析の報告（[2009]）である。 
野口（[2006], 389-391 頁）は、その他資本剰余金を財源とする利益配当が行なわれるには3 
つの理由（①留保利益が不足していたため、②持株会社化した直後であったため、③その他）
があると分析しており、この内、③その他に分類されるのが、問題となるその他資本剰余金を
優先的に配当（分配）する事例である。野口（[2006], 391 頁）はその事例の数については触れ
ておらず“同様の事例は、他にも見られる”との表現に留めている。よって、その程度の会社
数なのである。 
また、石川 業（[2010]）も利益剰余金をプラスにしたまま資本剰余金からの分配が行われ
る会社は“きわめて少ないが、存在しないわけではない”として、調査対象として 12 社とり
あげており、この場合、該当する会社は 1 社だけ、としている24。 
 また、日経 NEEDS による企業分析の報告（[2009]）では、上場企業で「その他資本剰余金」
から配当する会社は、2006 年が 24 社、2007 年が 24 社、2008 年が 29 社とあるが、この会社
数が圧倒的な数というわけではない。また、NEEDS は、「その他資本剰余金」から配当する理
由として、利益剰余金の不足を第 1 にあげており、それは分配すべき財源が枯渇したための“窮
．
余の策
．．．
”でもあったと分析している。したがって、過大となった資本剰余金を減額するため、
また何らかの意図を持ってその他資本剰余金を減額するような行動はなかった、と考えられる。 
 すなわち、剰余金の源泉区別は必要としない、また区分表示も意味がない、としながらも、
実際、そのような行動をとる企業はごく少数なのである。このことは区別原則が、会社法の分
配規制はともかく、会計上、今も健在であることを証明しているようである。 
 
4．区別原則の再確認 
 区別原則が健在であるとすれば、区別原則を維持しようとする何かが、そこにあるはずであ
る。つまり“枯渇”した場合はともかく、経営者が留保利益（利益剰余金）から分配しようと
する何か、いわば誘因となるもの、逆にいえば、払込資本から分配の“歯止め”となるもので
ある。 
 会計基準等が、その“誘因”となり、“歯止め”となっているであろうか。 
たとえば、企業会計基準適用指針第 3 号「その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主 
                                                          
23 注 13 のように利益剰余金の残高の多寡が当該会社を優位にみせることになる。 
24 日本経済新聞 2009 年 6 月 4 日付けの紙面からまた、日経デジタルメディアによるウエブ上での発表の
会社を取り上げている（参考資料 3.を参照のこと）。 
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の会計処理」（平成 14（2002）年 2 月、改正平成 17（2005）年 12 月 企業会計基準委員会）25や
「税効果会計に係る会計基準」（平成 10（1998）年 10 月、企業会計審議会）における第二、
二、4.26、また、ASBJ 1 号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（平成 18（2006）
年 8 月最終改正）27においては区別原則の必要性は確かに認められる。 
しかしながら、これらの会計基準等が区別原則を維持するための誘因等となっているかとい
うと、そのようには思えない。なぜなら、これらの会計基準等はその適用が限定的であり、こ
の基準等をもって区別原則が徹底されることにはないからである。 
 他方、税法は区別原則を維持している。だが、それは税法が、会計や会社法とは異なる観点
―課税所得の計算―から区別原則を利用しているにすぎない28。たとえば、税法は“財の分配”
に際して、それを受領する株主に対して課税をするが、この場合、資本剰余金、利益剰余金の
どちらの財源から分配したかにより、配当金を受ける株主の課税額は異なってくる29。このた
め、当該分配財源は最初から区別し明らかにしておかねばならない。 
では、税法がその誘因となり、歯止めとなっているかというとそうではない。税法が、区別
原則を必要とするのはあくまでも課税所得の計算のためであり、会計からのもとは異なる。 
 では、他に区別原則が健在である理由として何が考えられるであろうか。 
斎藤（[2002], 65 頁）は、「資本と利益の区別原則」は、“資本と費用収益”を区別するため
においても、また、“剰余金”を区別することにおいても、会計人には確固たる通念として定
                                                          
25 ここでは株主が「その他資本剰余金」のからの配当を受けた場合、配当受領額を対象である有価証券の
帳簿価額から減額する（para.3）と規定しており、その他資本剰余金からのものであることを周知させる
ためにも区別原則は必要である。 
26 連結財務諸表等を作成する上で、子会社の留保利益は親会社に配当される可能性が高いことから将来、
親会社が子会社からの受取配当金について負担することになる税金額を見積り、繰延税金負債として計上
することが規定されている。よって、区別原則は必要である。 
27「自己株式処分差益は、その他資本剰余金に計上する（9 項）」、「自己株式処分差損は、その他資本剰余
金から減額する（10 項）」と規定し、また 45 項では、「…（取り崩しは）その他資本剰余金から減額する。
…（計算規則に合わせた）」としており、自己株式の処分に際しても剰余金を源泉区別しておくことは必要
とされる。 
28 大日方（[1994], 208-209 頁）。「…税法は、会社法とは異なる観点で拠出資本と留保利益との区分を利用
しようとしている。解散による財の分配までも含めて、留保利益の減少による財の分配には『配当課税』
がなされるのであり、税法は、そのような『配当課税』をするために、その区分を必要としているわけで
ある。そうした課税制度では、何よりも、資本ストックが増加した原因ないしその源泉が問題となる。株
主が払い込んだ資本と稼得した利益の留保分との区別が重視され、そこでは、資本ストックの取り崩しに
関する会社法上の拘束性の違いは問われない。たとえば、留保利益の１部である利益準備金は配当のため
に取り崩すことはできなくとも、解散のときに配当課税をするために、それは醵出資本の１部である資本
準備金から厳格に分けられなければならない。そのような税法上の区分の趣旨からすれば、たとえ留保利
益が拠出資本に振り替えられても、株主の払い込みによる資本と稼得した利益との区分はそのまま維持さ
れるのが首尾一貫している。…」。 
29 資本剰余金を財源とした配当であれば、それは出資金の払戻しとして配当金全額ではなく「みなし配当」
部分からの源泉徴収となる。それは全額が受取配当金として源泉徴収される利益剰余金からの配当より株
主にとっては有利となるかもしれない。 
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着しているもので簡単には否定できるものではないと、述べているが、この言葉には、会計人
の区別原則に対する“強い意思”を感じざるを得ない。したがって、区別原則の会計上の意義
を問うならば、やや観念的ではあるが、次のように考えることはできないだろうか。 
すなわち、会社法の分配規制がどのようになろうとも、区別原則が維持されるのは、区別原
則を貫こうとする会計人の強い意思がそのようにさせるのであると…。そして、この意思は、
会計人の心の中に常に意識として定着しており“会計的なセンス”とも呼べるかもしれない。
こうした会計的なセンスは、経営者にいずれの財源から分配するかの判断を求めた際、会社法
の分配規制には関係なく、当該区別原則を維持しようとする動機となるのではないか。なぜな
ら、留保利益（その他利益剰余金）をそのままに払込資本（その他資本剰余金）から先に分配
する会社には、会計人はより厳しい目をむけるからで、こうした指摘を理解し、批判を避ける
ためにも会計人は区別原則を貫くことを強く意識するのではなかろうか。それには、“分配す
る原資”を明らかにし、その行為を利害関係者に正確に伝達することが求められるが、このこ
とこそ区別原則が担う会計上の役割でないか、と考える。 
安藤（[2009], 3 頁）は、（剰余金配当）議案の記載事項に「剰余金の原資」の記載を提言し
ている。また、日本経済新聞 2009 年 6 月 4 日付朝刊『資本剰余金で配当広がる』では、「･･･
配当は本来、利益から支払うべきもの･･･」（大和投信委託 長野吉納氏）、「･･･安定配当にこだ
わるあまり資本を毀損するのは本末転倒･･･」（みずほ投信 柏原延行氏）、「…投資家は配当の
金額だけではなく、その原資を見る必要がある･･･」との記事が掲載されているが、こうした提
言や言葉は、我々に、区別原則が会計上の役割を十分果たしていることを教えてくれる。 
 
結び 
これまで述べてきたように、区別原則が、今も健在であり維持されているのは、区別原則を
貫こうとする会計人の強い意思がそうさせるのであり、こうした会計的なセンスは、経営者に
いずれの財源から分配するかの判断を求めた際、会社法の分配規制には関係なく、当該区別原
則を維持する行動をとるであろう。このことは何よりも当該原則が、会計人の心の中に意識と
して定着しているからであり、それは“分配する原資”を明らかし、その行為を利害関係者に
正確に伝達することで具体化される。基準等が改正され規定が緩やかになろうとも、区別原則
は会計の本来の役割である企業の内容を伝達するという観点から健在であり、現在も未来もな
くなることはないであろう。 
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【参考資料】 
1. 表示区分  （計算規則 76 条） 
    
Ⅰ 株 主 資 本 
・資 本 金 
          資本準備金（株式払込剰余金）         払込資本 
・資本剰余金 … 
          その他資本剰余金（減資差益, 自己株式処分差益） 
 
          利益準備金                             剰余金 
・利益剰余金 …                         留保利益 
          その他利益剰余金（任意積立金, 繰越利益剰余金） 
Ⅱ 評価・換算差額等 
その他の有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、土地再評価差額金 
Ⅲ 新株予約権 
 
  
2. 株主資本内部の計数移動 
  (1) 資 本 金 ⇒ 資本準備金    （会社法 447 条①二、計算規則 26 条①一） 
  (2) 資 本 金 ⇒ その他資本剰余金 （会社法 447 条①一、計算規則 27 条①一） 
  (3) 資本準備金 ⇒ その他資本剰余金 （会社法 448 条①一、計算規則 27 条①二） 
  (4) 資本準備金 ⇒ 資 本 金    （会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一） 
  (5) その他資本剰余金 ⇒ 資本金   （会社法 450 条①、計算規則 27 条②一） 
  (6) その他資本剰余金 ⇒ 資本準備金 （会社法 451 条①、計算規則 27 条②二） 
  (7) 利益準備金 ⇒ その他利益剰余金 （会社法 448 条①一、計算規則 29 条①一） 
  (8) 利益準備金 ⇒ 資 本 金    （会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一） 
  (9) その他利益剰余金 ⇒ 利益準備金 （会社法 451 条①一、計算規則 28 条①） 
 (10) その他利益剰余金 ⇒ 資 本 金 （会社法 450 条①一、計算規則 29 条②一） 
 
 以上、要約すると次の通り。 
・資本剰余金、利益剰余金内での相互振替は可能。 
・資本金、資本剰余金間での振替も可能。 
・利益準備金、その他利益剰余金から資本金への振替も可能。 
但し、資本剰余金と利益剰余金間での振替、資本金・資本剰余金から利益剰余金への振替は認めていな
い。 
 
3. 事例資料 
  
①日本経済新聞 2009 年 6 月 4 日朝刊『剰余金で配当広がる』の記事 
企業名を掲載（2009 年 3 月期単独） 
  学研、サンリオ、石塚硝、シダックス、フォーバル、東京機、マルハニチロ、第一三共 
  以上の企業は利益剰余金がマイナスである。 
  
②日経 NEEDS 2009 年 8 月 5 日『広がる資本剰余金からの配当』の記事 
 上記と重複するためそれ以外の会社名を記載。 
  ココカラファインホールディング、群栄化学工業、TOKAI、シニアコミュニケーション 
  
以上、①、②の合計 12 社。この内、１社は、「群栄化学工業」のこと。石川 業は、当該企業の行動を
さらに分析されている。 
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